３　公職追放
公職追放の範囲　　　　終戦後の国民生活に大きな混乱を起こした１つに「公職追放」がある。総司令部は昭和２１年１月４日軍国主義者の公職追放・超国家主義団体の解散を指令した。さらに１１月８日「地方公職に対する追放覚書の適用に関する件」によって、その適用範囲が市町村長・助役・町内会長・部落会長の地位にあった者まで拡げられたのである。これによって公職追放の該当者となった者は戦争犯罪人・職業軍人・極端なる国家主義団体の幹部・大政翼賛会・翼賛政治会等の幹部その他であったが、上の追放該当ではないが要謹慎者として、（１）昭和２０年９月２日以前より引続いて現在まで市町村長及び助役の地位にあった者。（２）昭和２０年９月２日以前より引続いて現在まで、部落会長・町内会長の地位にあった者が指定となったのである。上の要謹慎者が退くべき公職の範囲は、（１）次の地方選挙（２２年４月）より４年間を市町村長・助役。（２）部落会長・町内会長及び連合会長を次の一任期とした。
公職追放による自　　　この追放令の拡大措置によって地方自治体は大混乱におちいった。すなわち、県下２市１６７町村長のうち、翼
治体の混乱　　　　　賛壮年団関係で追放に該当した者が１市９７町村長に及び、さらに２０年９月２日以前からの在職者で町村長１２３、助役１２０町村に達した。該当者のない市町村は、僅かに米子市のほか、大・佐治・山郷・中私都・湖山・東郷・松崎・旭・倉吉・上郷・大国・幡郷・県・春日の１４か町村に過ぎなかった。該当者は２１年から２２年にかけて次々と辞表を提出させられ、地方自治体の運営は混乱した。（以上鳥取県史）
　　　　　　　　　　　羽合４か村についてもその例外でなく、村長、助役が次のように辞任している。

　　　　　　　　　　　　長瀬村長　秋田義治　昭和２１年１０月３０日　　　橋津村長　杉本茂治　昭和２１年１１月１４日
　　　　　　　　　　　　 同 助役　林　憲二　 同 ２２年４月７日　　　　　 同 助役　西方正則　 同 ２２年４月６日

　　　　　　　　　　　　浅津村長　浅井益三　 同 ２１年１１月２２日　　　宇野村長　尾崎益三　 同 ２１年１１月２２日
　　　　　　　　　　　　 同 助役　山下義春　 同 ２１年１１月８日　　　　 同 助役　坂田英治　 同 ２２年４月１４日

　　　　　　　　　　　これは旧各村の職員名簿で調査したものであるが、実際に当時の状況を林憲二に聞いてみるのに「村長は、ほとんどの村長が大政翼賛会の支部長を引受けており、４か村とも強制辞任を求められた。しかし助役についてはそれらの役職や前歴について特別の事情のない限り、『遠慮組』といってなるべく公職選挙による新村長のできるまでに辞任するように勧告されていたようである。」従って長瀬村の林助役は収入役へ横すべり、浅津村の山下助役は翼賛団長を３年半つとめた理由で強制辞任、橋津村の西方助役は職員名簿に「準追放」と記録されているところからみて、やはり公選村長誕生と同時に遠慮するよう勧告されていたものと思われる。しかし当時の村長杉本茂治の記憶では公職追放には関係なかったと語っている。また宇野の坂田助役も、「家事上の都合」として退職し、平職員となって勤務している。
公職追放後の村長　　　このように、戦後の混乱を処理する生活物質の配給事務などを背負わされている市町村にとって、村長・助役の
助役人事　　　　　　追放交替は一層各方面に混乱と支障をもたらしたが、昭和２２年４月５日の第１回統一地方選挙まで村長・助役の交替、あるいは代理による運用によって次のような人事となっている。
　　　　　　　　　　　　長瀬村長　林　　薫　昭和２２年３月１２日就任　　橋津助役　松本正義　　　昭和２１年１１月２０日就任

　　　　　　　　　　　　　　助役　故島賢市　 同 ２２年４月１１日就任　　橋津村長　西方正則(　　) 同 ２１年１１月１５日就任
　　　　　　　　　　　　浅津村長　北村光太郎　 同 ２２年２月２８日就任　　宇野村長　坂田英治(　  ) 同 ２１年１１月２３日就任
教職員の追放　　　　　このほかに、教員に対する「教職追放の嵐」も同時に起こった。戦時中に児童、生徒に対する戦意昂揚のため、教師はこれらに関する研修を受け、これを学校教育に生かしたのは当然であるが、特に国策に協力した国粋派の教師や管理職については、互に指名追放する方法がとられ、教員の間に不安動揺をきたし、さらに陰謀さを加えて教育現場は混乱した。
　　　　　　　　　　　これら覚書該当者は、昭和２２年１月４日勅令第２号として公布された「公職適否審査委員会官制」によって審査機構が設けられた。そして中央・都道府県ごとにそれぞれ公職適否審査委員会が設置され、仮指定で異議申立てのあった者に対して審査が行われ、最終的追放となった。

隣組制度の追放　　　　これと同時に、戦時中の住民組織としてつくりあげた「隣組制度」にも追放・解散の手がのびた。この隣組制度は昭和１５年９月、内務省から「下部組織整備要綱」をつくって各府県に通達したもので、すなわち隣組制度をつくって、それに全戸を強制加入させたものであった。それは国民生活を戦時体制に統一しようとする意味であり、食糧などの生活物質が配給制になった以上、隣組には絶対にはいらざるを得なかった。しかし一部の隣組長はボス的な動きをみせ、戦争に批判的なインテリ層などに圧迫を加える状況もあった。(岡本一平のつくった「とんとんとんからりと隣組……」の歌はこの頃から全国で愛唱されるようになった)
　　　　　　　　　　　占領軍としては日本の戦時体制を根本からくつがえそうとするためには、住民組織として戦後残っている隣組制度の解散と役員の追放、さらに官公吏が隣組、もしくはこれに類似する団体の利用や指令を一切排除しようとしたものである。しかし個人の追放と違って、長い間習慣となり、しかも戦後の物資配給制度の流通機構として定着している住民組織を、一挙に改めることは困難な面があった。
　　　　　　　　　　こうしたことから、県当局では速かな実効をはかるため、次のような通知文を役場をとおして配布し、住民に警告している。

　　　　　　　　　　　昭和２２年５月１９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　務　　部　　長

　　　　　　　　　　　　　　各市町村長殿

部落組織の解散等　　　　　　　町内会部落会又は其の連合会等に関する解散、就職禁止その他行為の制度に関する件について

に関する通知。　　　　　今般政令第１５号を以て標記の件が制定されたが、これは町内会部落会若しくはその連合会、又は隣組が本年４月１日以降廃止せられたるにもかかわらず、その後継続的団体や、旧役員等が依然従前の活動を継続しているように見受けられるので、これらの団体の廃止措置をして一層実効あらしめる目的を以って制定されたものであるから、よく上の趣旨を体し特に別紙写に於ける各項に留意して遺漏のないよう格段の配意を加え、一般住民の周知徹底について特に適切な措置を講ぜられたい。
　　　　　　　　　　　　追って別紙内務省印刷の政令１５号全文は旧町内会部落会数の半分及其の他３枚の割合で送付するから、役場、郵便局等住民の見易い場所に掲示し周知せしめるよう措置せられたい。

　　　　　　　　　　別紙として添付されているものは長文になるので、必要関係部分の要旨を次に掲げてみる。
1、 昭和２０年９月１日以前から２１年９月１日まで、引続いて町内会部落会又はその連合会の長をしていた者や、その補助をしていた者は、２２年５月１日から４年間はその職につくことはできない。
2、 官公吏はその職務の執行について、町内会、部落会、隣組あるいはこれに類似する団体（自治会、生活協同組合その他の名称の如何を問わない）の組織を利用する目的で指令を出してはいけない。

　　 前項に違反した官公吏は、これを退職させる。

3、 従来配給、金融、その他のことを行っていた町内会、部落会、隣組などは、この政令施行以後官公署の職員以外の者が行った場合はその効力を発しない。

4、 国民として当然受けるべき配給を、特定の団体に加入していないことを理由にその配給に差別をしてはならない。
5、 従前、町内会、部落会、隣組の実施した機能、義務又は行為は、それぞれの業務の性格に分類して官公署の部局に配分すること。また連絡事務所等名称のいかんを問わず、これらの業務を行っている事務所は、２２年５月３１日までに解散しなければならない。

追放該当者就職に　　　こうした連合国のきびしい措置にもかかわらず、追放該当者と思われる者がそのまま現職に居座ったり、行政機
対する警告文　　　　構の外部団体の役職員に就職している例がみられ、県当局から数回にわたって警告文書が出されている。その一例を次に掲げてみよう。
　　　　　　　　　　　昭和２３年１０月７日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　務　　部　　長

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　覚書該当者と官公吏との関係について
　　　　　　　　　　　　覚書該当者と官公吏との関係については昭和２２年勅令第１号に夫々禁止條項を列挙してあるところであるが、最近かって官公吏であった者で覚書該当者に指定されている者が、県又は市町村の行政機構の外部団体の役職員に就任して夫夫活躍して居る模様であるが、概ねこれらの団体と現職官公吏が日常互いに接触する機会も多く、これらの人間との間に所謂勅令１号の第１１条第１２条第１５条にいう指示若しくは勧奨ないしは、意志の疎通又は政治上の活動等の禁止条件にふれる行為をなす虞れが多分にあるばかりでなく、最近斯種事件で検察庁に送付された事例もあるので、苟も現職官公吏にして本令違反に問われることのなきよう部下職員にも此旨周知徹底せられて、未だ未然に違反を防止するようにせられたい。
　　　　　　　　　　　　尚事務の参考に資したいので、貴課（所庁村）関係外部団体の役職員中覚書該当者のある向は、総務部地方課迄通報願いたい。

公職追放判定文　　　　覚書該当者の追放は、おおむねその目的を達したようであるが、個々の追放に関する具体的資料はあまりないた（教職員）　　　　　め、羽合町のある教員の追放となった判定書と、翼賛壮年団支部長をした人の公職追放指定書を掲げ資料の一端と
する。（氏名は特に秘す）
　　　　　　　　　　（教職員の場合）

　　　　　　　　　　　不適格６号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　判　定　書

　　　　　　　　　　　　本籍　鳥取県東伯郡橋津村大字○○

　　　　　　　　　　　　職名　地方教官　○　○　○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治○○年○月○日生

　　　　　　　　　　　　右の者は別紙添付の理由により昭和２１年勅令第２６３三号に関する施行令別表第一「一」の１及６に該当す　

　　　　　　　　　　　るものと認め教職不適格者と判定する。
　　　　　　　　　　　　昭和２２年２月２８日

　　　　鳥取県教職員適格審査員会　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　教職不適格判定理由書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　　　名

　　　　　　　　　　　当委員会ハ審議の結果左ノ事実ヲ認定シ不適格ト判定シタ

　　　　　　　　　　　該当条文（別表第一「一」の１６

1、 かねて平泉学派の極端なる国家主義思想に心酔していたが、昭和２０年４月から終戦に至るまで鳥取県立正道館主事としてその抱懐する思想の鼓吹と実践に力めた。
　昭和２２年２月２８日

鳥取県教員適格審査委員会長　　印

　この適格審査委員会には教員代表７、各界代表６の計１１名をもって構成されていた（倉吉市史）が、本人の記憶によれば、各審査員の投票によって適否が決められたそうであり、この人の場合７対６をもって不適格の判定を受けたそうである。同氏はこの判定を不服として、中央教職員適格審査委員会に対して再審査を求めていたところ、やはり次のように不適格の判定が下された。

　　　　　　　　　　　　判　定　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡中北条国民学校教官

氏　　　　　　　　名

再審査に対する判　　　右は鳥取県教員適格審査委員会において、共同省令第１号別表第１項第１号及第６号に該当するものとして、不定書　　　　　　　　適格の判定を受けたのに対し、再審査を請求した。
　　　　　　　　　　　同人はかねて平泉博士の思想に啓発され、昭和２０年４月鳥取県立正道館主事に就任以来終戦に至るまで、短期間とはいえその間において極端な国家主義的言動があったものと認められる。

　　　　　　　　　　　従って、右は共同省令第１号別表第１第１項第６号前段に該当する。

　　　　　　　　　　　依って、同人を不適格と判定する。

　　　　　　　　　　　　昭和２２年１１月２６日

中央教職員適格審査委員長　宮　本　和　吉　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　（この人は昭和２８年追放解除を受けている）
翼賛壮年団役員の　　（元役場職員で翼賛壮年団役員の場合）

場合　　　　　　　　写第９８０５號

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　假 指 定 書

現住所　東伯郡浅津村大字南谷　山　下　義　春
明治４１年２月２５日生

　　　　　　　　　　　昭和二十二年勅令第一号（公職に関する就職禁止・退職等に関する勅令、以下令という）第７条ノ２第１項の規定により左記理由に基き覚書に掲げる条項に該当する者としての假の指定をする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 理　　　由

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　 昭和２２年１１月２０日
鳥取県知事　西　尾　愛　治　　㊞

追放特免手続　　　　　このようにして各種の職に在った多くの者が追放を受けたのであるが、追放の目的は日本から一切の軍国主義思想の撤廃をはかり、最終的には米国の属国的立場に置くような考え方であったようであるが、太平洋戦争の終結と共に、米国を中心とする資本主義国家と、ソビエトを中心とする社会主義国家の対立が激しくなり、昭和２５年朝鮮戦争の勃発を契機に、日本の立場は米国にとって重要なものとなった。こうした世界情勢の背景の上に立って、２４年には覚書該当者の特免措置を講じ、県総務部長名をもって特免申請の手続きをするよう各市町村長に通知しており、これを受けて長瀬村では、４月１９日付で村内覚書該当者に手続きをするよう次の文書を発送している。
　　　　　　　　　　　　昭和２４年４月１９日

　　　　　　　　　　　　　　該当者　宛　　　　　　　　　　　　　　　長瀬村長　故　島　賢　市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　覚書該当指定特免申請の手続について

　　　　　　　　　　　　昭和２４年２月８日政令第３９号を以て公職に関する就職禁止・退職に関する勅令の規定による覚書該当者の特免に関する政令が公布せられ、その特免申請手続きは昭和２４年２月８日公布の総理庁令第九号に定められてあり、特免申請手続きを希望される方は本月２５日までに役場へおいで下さい。　　　　　　（以下略）
国際情勢と追放解　　　米国とソビエトの冷戦が次第に激化するにつれ、昭和２４年にはドイツが東・西に分割され、さらに翌２５年に
除　　　　　　　　　は朝鮮戦争勃発となって北朝・韓国に分割されるなど世界的に緊張の高まるなかで、日本は米国にとってアジアの防衛に欠かせないますます重要な立場に置かれるに至った。昭和２５年６月には、マッカーサーは共産党中央委員の公職追放令を指令、また同年７月には警察予備隊の創設、海上保安庁８,０００人の増員など、共産圏に対応するための対日工作を布石すると共に、１０月３０日に最初の職業軍人を対象とした公職追放の解除を行った。
　　　　　　　　　　　さらに翌２６年８月には、鳩山一郎ら各界著名人の公職追放解除を行い、同年９月８日米国は対日平和条約が急ぎ締結されるに及んで、公職追放となっていた人々はほとんど解除となった。

公職追放関係書類　　　これら公職追放・解除に関する事務は、国・県・市町村をとおして実施されたが、これら追放に関連した具体的
の焼却処分　　　　　な重要書類はその筋の通達によってほとんど焼却処分されており、該当者の氏名・適格審査・追放免除等の具体的内容がないのが残念である。なおこの焼却処分をするための通知を次に掲げ、この関係の項を終ることとする。
　　　　　　　　　　　受地４７２号　　　　　　　昭和２７年５月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥 取 県 総 務 部 長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　追放者事務及び将校調査事務関係書類整理について

　　　　　　　　　　　追放者事務及び将校調査事務に就きましては、従来格段の御尽力を煩わし、感謝致して居る次第でありますが、今般右事務の根拠法令が平和条約の効力発生と同時に廃止されましたので、右事務関係書類の整理について左記によって処理願いたい。

1、 昭和２３年法務庁令第４２号関係書類市町村保管分届出書、変更届出書及び其の他の書類は市町村に於て責任をもって焼却すること。

2、 昭和２１年内務省令第２０号関係書類市町村保管分の申告書、変更届出書及び死亡届出書、その他書類は市町村に於て責任をもって焼却すること。
3、 右による書類の焼却処分は速かに終了し、終了後は直ちにその旨県地方課に報告すること。

発第２３０号

　　昭和２７年５月１５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長瀬村長　故　島　賢　市

　　　　地方課長殿

　　　追放者事務及び将校調査事務関係書類の整理について

首標の件につき、５月１４日焼却整理しましたので報告致します。

 助役


 代理





助役


代理





の間に於て大日本翼賛壮年団支部団長





各地方事務所長


各市町村長





昭和１７年２月１２日より


昭和２０年６月１０日まで





各課庁長


地方事務所長殿


市町村長








